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令和７年度 普通交付税決定額 

 

○ 普通交付税決定額 

  県  分 ２４９，１８２百万円 対前年度比 △ 0.1％（△  148百万円） 

  市町村分 ２９１，１６５百万円 対前年度比 ＋ 2.7％（＋ 7,649百万円） 

○ 普通交付税決定額＋臨時財政対策債発行可能額 

  県  分 ２４９，１８２百万円 対前年度比 △ 1.0％（△ 2,454百万円） 

  市町村分 ２９１，１６５百万円 対前年度比 △ 0.0％（△    18百万円） 
 

（単位：百万円、％） 

区  分 
県  分 市町村分 

R7年度 R6年度 伸率 R7年度 R6年度 伸率 

基

準

財

政

需

要

額 

個 別 算 定 経 費 a 379,028 370,739 ＋2.2% 464,641 455,786 ＋1.9% 

地域の元気創造事業費 b 1,763 1,863 △5.4% 5,451 5,540 △1.6% 

人口減少等特別対策事業費  c 3,951 3,888 1.6% 6,912 6,929 △0.2% 

地域社会再生事業費  d 5,395 5,400 △0.1% 5,403 5,407 △0.1% 

地域デジタル社会推進費 e 1,646 1,646 0.0% 2,455 3,248 △24.4% 

公 債 費 等 f 69,914 74,677 △6.4% 81,913 85,255 △3.9% 

包 括 算 定 経 費 g 31,520 30,353 ＋3.8% 53,281 49,761 ＋7.1% 

臨 時 財 政 対 策 債  h 0 2,306 皆減 0 7,666 皆減 

計 a+b+c+d+e+f+g-h  

（ア） 
493,218 486,260 ＋1.4% 620,057 604,261 ＋2.6% 

基 準 財 政 収 入 額  

（イ） 
243,777 236,595 ＋3.0% 328,566 320,328 ＋2.6% 

調 整 額 

（ウ） 
259 335 △22.7% 326 416 △21.8% 

普 通 交 付 税 決 定 額  

（ア）－（イ）－（ウ） 
249,182 249,330 △0.1% 291,165 283,516 ＋2.7% 

注） 

①「地域の元気創造事業費」は、地方公共団体が地域経済活性化に取り組むための財政需要として、人口を

基本とした上でH26年度から算定。 

②「人口減少等特別対策事業費」は、地方創生に取り組むための財政需要として、人口を基本とした上で

H27年度から算定。 

③「地域社会再生事業費」は、地域社会の維持・再生に取り組むための財政需要として、人口を基本とした

上でR2年度から算定。 

④「地域デジタル社会推進費」は、地域社会のデジタル化の推進に取り組むための財政需要として、人口を

基本とした上でR3年度から算定。 

⑤市町村分は交付団体（28団体）分の数値。不交付団体は聖籠町及び刈羽村の2団体(R6年度と同様）。 

⑥基準財政需要額の「公債費等」及び「基準財政収入額」には錯誤額等を含む。 

⑦表示単位未満四捨五入の関係で一致しない箇所がある。 



 
《 参考 》 

 

【普通交付税以外の決定額】 

○令和７年度地方特例交付金決定額 

  県  分 １，０２１百万円 対前年度比 △ 83.5％（△ 5,147百万円） 

  市町村分 ２，１９５百万円 対前年度比 △ 82.9％（△ 10,606百万円） 

  ※30市町村計（不交付団体含む。） 

 〔地方特例交付金〕 

・住宅借入金等特別税額控除減収補てん特例交付金 

   個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共団体の減収を補てんするため、

各地方公共団体の住宅借入金等特別税額控除見込額を基礎として交付されるもの。 
・定額減税減収補てん特例交付金 

   個人住民税における定額減税の実施に伴う地方公共団体の減収を補てんするため、各地方公共団体の

定額減税見込額を基礎として交付されるもの。 

 

 

○令和７年度臨時財政対策債発行可能額 

県  分      ０百万円 対前年度比   皆減（△ 2,306百万円） 
  市町村分      ０百万円 対前年度比   皆減（△ 7,666百万円） 
  〔臨時財政対策債〕 

   ・地方財源の不足に対処するため、平成13年度から令和６年度の間、地方財政法第５条の特例とし

て発行されたもの。 
・令和７年度は、平成13年度の制度創設以来、初めて新規発行額がゼロとなった。 
・その元利償還金については、翌年度以降の基準財政需要額に全額算入される。 

 

本件についてのお問い合わせ先 

 財 政 課 資金・決算担当     野﨑、中村 

 （直通）025-280-5576 （内線）2250,2251 

 市町村課 財政班（財政担当）  加藤、髙頭 

 （直通）025-280-5058 （内線）2227,2228 


